[bookmark: _GoBack]職員の給与に関する条例
[bookmark: JUMP_SEQ_1][bookmark: MOKUJI_2]昭和二十七年四月一日
条例第十九号
	[bookmark: JUMP_SEQ_2][bookmark: MOKUJI_3]
	
	

	改正
	昭和二七年一二月二五日条例第七二号
	昭和二八年一〇月　八日条例第四七号

	  
	昭和二八年一二月二三日条例第五八号
	昭和二九年　七月　一日条例第二九号

	  
	昭和三一年　三月二七日条例第九号
	昭和三二年　四月　一日条例第一二号

	  
	昭和三二年　八月　一日条例第三〇号
	昭和三二年一二月二〇日条例第四四号

	  
	昭和三三年一〇月二一日条例第三六号
	昭和三三年一二月一六日条例第五〇号

	  
	昭和三四年　六月一六日条例第二〇号
	昭和三四年一〇月　九日条例第三三号

	  
	昭和三四年一二月二二日条例第四三号
	昭和三五年　六月一四日条例第三三号

	  
	昭和三五年一〇月一五日条例第四二号
	昭和三六年　一月一七日条例第二号

	  
	昭和三六年　九月二九日条例第三二号
	昭和三六年一二月一九日条例第四七号

	  
	昭和三七年　六月　六日条例第一九号
	昭和三八年　三月二三日条例第一七号

	  
	昭和三八年一〇月一四日条例第三二号
	昭和三九年　一月　四日条例第一号

	  
	昭和三九年　三月一四日条例第三号
	昭和四〇年　一月　四日条例第一号

	  
	昭和四〇年　三月二二日条例第二号
	昭和四一年　一月二四日条例第二号

	  
	昭和四一年　三月二二日条例第三号
	昭和四一年一〇月一七日条例第五四号

	  
	昭和四二年　三月一五日条例第二号
	昭和四三年　一月　一日条例第一号

	  
	昭和四三年　三月三〇日条例第一五号
	昭和四四年　一月　一日条例第一号

	  
	昭和四四年　一月　一日条例第四号
	昭和四四年　三月三一日条例第一〇号

	  
	昭和四四年　七月　二日条例第四一号
	昭和四五年　一月　一日条例第一号

	  
	昭和四六年　一月　一日条例第二号
	昭和四六年一二月二三日条例第七一号

	  
	昭和四七年　三月三一日条例第三〇号
	昭和四七年一二月二五日条例第五四号

	  
	昭和四八年　三月三一日条例第三号
	昭和四八年　四月二四日条例第二九号

	  
	昭和四八年一〇月二二日条例第六五号
	昭和四九年　四月二七日条例第四四号

	  
	昭和四九年　六月二五日条例第四六号
	昭和四九年一二月二五日条例第七四号

	  
	昭和五〇年　三月一二日条例第二号
	昭和五〇年一〇月一五日条例第六四号

	  
	昭和五一年　三月三〇日条例第一号
	昭和五一年一二月二四日条例第六五号

	  
	昭和五二年一二月二四日条例第五八号
	昭和五三年一二月二二日条例第六二号

	  
	昭和五四年一二月二五日条例第五七号
	昭和五五年一二月二三日条例第五九号

	  
	昭和五六年一〇月一三日条例第四一号
	昭和五六年一〇月一三日条例第五〇号

	  
	昭和五六年一二月二三日条例第五九号
	昭和五九年　三月二八日条例第一号

	  
	昭和五九年一二月二五日条例第四九号
	昭和六〇年　三月二九日条例第四号

	  
	昭和六一年　三月二六日条例第三五号
	昭和六一年一二月二三日条例第六六号

	  
	昭和六二年一二月二四日条例第五〇号
	昭和六三年　三月二八日条例第一号

	  
	昭和六三年　三月二八日条例第三号
	昭和六三年一二月二三日条例第五四号

	  
	平成　元年　三月二九日条例第四号
	平成　元年一二月二五日条例第七三号

	  
	平成　二年　三月三一日条例第二号
	平成　二年一二月二六日条例第五九号

	  
	平成　三年一二月二六日条例第五五号
	平成　四年　八月一九日条例第五五号

	  
	平成　四年一二月二四日条例第六九号
	平成　五年一二月二二日条例第五一号

	  
	平成　六年　三月三一日条例第二号
	平成　六年一〇月一四日条例第四八号

	  
	平成　六年一二月二六日条例第五八号
	平成　七年　三月二〇日条例第二号

	  
	平成　七年　三月二〇日条例第二八号
	平成　七年一二月二七日条例第六六号

	  
	平成　八年一二月二六日条例第四二号
	平成　九年一〇月一七日条例第六九号

	  
	平成　九年一二月二四日条例第七三号
	平成一〇年一二月二五日条例第五七号

	  
	平成一一年　三月一六日条例第七号
	平成一一年一二月二四日条例第五九号

	  
	平成一二年一二月二六日条例第七四号
	平成一三年　三月二七日条例第六号

	  
	平成一三年一二月二八日条例第七三号
	平成一四年　二月一九日条例第二号

	  
	平成一四年一二月二四日条例第七〇号
	平成一五年　七月一五日条例第六六号

	  
	平成一五年一〇月一四日条例第九二号
	平成一五年一二月二四日条例第九六号

	  
	平成一七年　三月二九日条例第二号
	平成一七年一二月二六日条例第一〇二号

	  
	平成一八年　三月二八日条例第二号
	平成一九年　三月一三日条例第三号

	  
	平成一九年　三月一三日条例第五号
	平成一九年　三月一三日条例第二八号

	  
	平成一九年一二月二五日条例第六五号
	平成一九年一二月二五日条例第六七号

	  
	平成二〇年　三月二五日条例第三〇号
	平成二〇年一二月二四日条例第五六号

	  
	平成二一年　三月三一日条例第七号
	平成二一年　三月三一日条例第八号

	  
	平成二一年　五月二九日条例第三三号
	平成二一年一〇月一六日条例第五四号

	  
	平成二一年一二月二五日条例第六四号
	平成二二年　三月三〇日条例第七号

	  
	平成二二年一〇月一九日条例第四二号
	平成二三年　三月一八日条例第五号

	  
	平成二三年　三月一八日条例第七号
	平成二四年　三月二七日条例第五号

	  
	平成二五年　三月二九日条例第七号
	平成二五年　六月二九日条例第三四号

	  
	平成二六年　三月二七日条例第七号
	平成二六年一二月二四日条例第五八号

	  
	平成二七年一一月一〇日条例第六〇号
	平成二八年　三月二九日条例第五号

	  
	平成二八年　三月二九日条例第一〇号
	平成二八年　三月二九日条例第三五号

	  
	平成二八年一二月二六日条例第五七号
	平成二九年一二月二六日条例第三六号

	  
	平成三〇年一二月二五日条例第四四号
	平成三一年　三月一九日条例第五号

	  
	平成三一年　三月一九日条例第六号
	平成三一年　三月一九日条例第二二号

	  
	令和　元年　八月三〇日条例第八号
	令和　元年一二月二四日条例第一九号

	  
	令和　二年一一月三〇日条例第四五号
	令和　三年一〇月一五日条例第四八号

	  
	令和　四年　七月　八日条例第三一号
	  



[bookmark: JUMP_SEQ_3]注　令和四年七月八日条例第三一号による改正は、令和五年四月一日から施行につき、本文には直接改正を加えないで、改正文を附則の末尾に登載した。
[bookmark: JUMP_SEQ_4][bookmark: MOKUJI_4]職員の給与に関する条例を、ここに公布する。
[bookmark: JUMP_SEQ_5][bookmark: MOKUJI_5]職員の給与に関する条例
[bookmark: JUMP_SEQ_6][bookmark: MOKUJI_6][bookmark: JUMP_SEQ_7][bookmark: MOKUJI_7][bookmark: JUMP_JYO_1_0_0]（目的）
[bookmark: JUMP_SEQ_8][bookmark: JUMP_KOU_1_0]第一条　この条例は地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第五項の規定に基づき、職員の給与に関する事項を定めることを目的とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_9]一部改正〔昭和四一年条例三号・平成二八年一〇号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_10][bookmark: MOKUJI_8][bookmark: JUMP_JYO_2_0_0]（給料）
[bookmark: JUMP_SEQ_11]第二条　給料は、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成七年埼玉県条例第二号。以下「勤務時間条例」という。）第六条の二第一項又は学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成七年埼玉県条例第二十八号。以下「学校職員勤務時間条例」という。）第八条第一項に規定する正規の勤務時間（以下「正規の勤務時間」という。）による勤務に対する報酬であつて、この条例に定める管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（第十二条の三の規定による手当を含む。第十八条第二項及び第十九条の七において同じ。）、時間外勤務手当、休日勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、夜間勤務手当、期末手当、勤勉手当及び農林業普及指導手当を除いたものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_12][bookmark: MOKUJI_9][bookmark: JUMP_KOU_2_0]２　宿舎、食事、制服その他これらに類する有価物が職員に支給され、又は無料で貸与される場合においては、これを給与の一部とし、別に条例で定めるところにより、その職員の給料額を調整する。
[bookmark: JUMP_SEQ_13]一部改正〔昭和二七年条例七二号・二八年四七号・三二年三〇号・三三年三六号・三六年二号・三二号・三八年三二号・四〇年二号・四三年一号・四四年一号・四六年二号・平成二年二号・三年五五号・六年五八号・七年二号・九年六九号・一〇年五七号・一一年七号・一七年二号・一八年二号・一九年五号・二八号・二一年三三号・三一年五号・二二号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_14][bookmark: MOKUJI_10][bookmark: JUMP_JYO_3_0_0]（給料表及び級別基準職務表）
[bookmark: JUMP_SEQ_15]第三条　給料表の種類は、次に掲げるとおりとし、各給料表適用の範囲は、それぞれ当該給料表に定めるところによる。
[bookmark: JUMP_SEQ_16][bookmark: JUMP_GOU_1_0_0]一　行政職給料表（別表第一）
[bookmark: JUMP_SEQ_17][bookmark: JUMP_GOU_2_0_0]二　公安職給料表（別表第二）
[bookmark: JUMP_SEQ_18][bookmark: JUMP_GOU_3_0_0]三　研究職給料表（別表第三）
[bookmark: JUMP_SEQ_19][bookmark: JUMP_GOU_4_0_0]四　医療職給料表（別表第四）
[bookmark: JUMP_SEQ_20]イ　医療職給料表(一)
[bookmark: JUMP_SEQ_21]ロ　医療職給料表(二)
[bookmark: JUMP_SEQ_22]ハ　医療職給料表(三)
[bookmark: JUMP_SEQ_23][bookmark: MOKUJI_11]２　前項の給料表（以下「給料表」という。）は、第二十条及び附則第五項に規定する職員以外のすべての職員に適用するものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_24][bookmark: MOKUJI_12][bookmark: JUMP_KOU_3_0]３　職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づきこれを給料表に定める職務の級に分類するものとし、その分類の基準となるべき職務の内容は、別表第五から別表第八までに定める級別基準職務表に定めるとおりとし、それぞれの級別基準職務表の基準となる職務とその複雑、困難及び責任の度が同程度の職務で埼玉県人事委員会規則（以下「委員会規則」という。）で定めるものは、それぞれの職務の級に分類されるものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_25]全部改正〔昭和三二年条例三〇号〕、一部改正〔昭和三四年条例四三号・五〇年二号・六一年三五号・平成一〇年五七号・一七年二号・二一年六四号・二八年一〇号・三一年六号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_26][bookmark: MOKUJI_13][bookmark: JUMP_JYO_4_0_0]（初任給、昇格、昇給等の基準）
[bookmark: JUMP_SEQ_27]第四条　職員を新たに採用し、又は昇格（職員の職務の級をその上位の級に変更することをいう。以下同じ。）させるには、その採用し、又は昇格させようとする職務の級の定数に欠員がありこれを補充しようとする場合であつて、かつ、採用し、又は昇格させようとする職務の級に適すると認められる場合に限るものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_28][bookmark: MOKUJI_14]２　前項の職務の級の定数とは、前条第三項の規定に基づいて決定された職員の職務の級ごとの数をいう。
[bookmark: JUMP_SEQ_29][bookmark: MOKUJI_15]３　職員の職務の級は、埼玉県人事委員会（以下「人事委員会」という。）が定める基準に従い決定する。
[bookmark: JUMP_SEQ_30][bookmark: MOKUJI_16][bookmark: JUMP_KOU_4_0]４　新たに給料表の適用を受ける職員となつた者の号給は、人事委員会が定める初任給の基準に従い決定する。
[bookmark: JUMP_SEQ_31][bookmark: MOKUJI_17][bookmark: JUMP_KOU_5_0]５　職員が一の職務の級から他の職務の級に移つた場合又は一の職から同じ職務の級の初任給の基準を異にする他の職に移つた場合における号給は、人事委員会が定めるところにより決定する。
[bookmark: JUMP_SEQ_32][bookmark: MOKUJI_18][bookmark: JUMP_KOU_6_0]６　職員の昇給は、委員会規則で定める日に、同日前一年間におけるその者の勤務成績に応じて、行うものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_33][bookmark: MOKUJI_19][bookmark: JUMP_KOU_7_0]７　前項の規定により職員（次項に定める職員を除く。以下この項において同じ。）を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給数は、前項に規定する期間の全部を良好な成績で勤務した職員の昇給の号給数を四号給（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が七級以上であるもの（委員会規則で定める者を除く。）及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の級がこれに相当するものとして委員会規則で定める職員にあつては、三号給）とすることを標準として委員会規則で定める基準に従い決定するものとする。
[bookmark: JUMP_KOU_8_0][bookmark: JUMP_SEQ_34][bookmark: MOKUJI_20]８　五十五歳（委員会規則で定める職員にあつては、五十六歳以上の年齢で委員会規則で定めるもの）を超える職員の第六項の規定による昇給は、同項に規定する期間におけるその者の勤務成績が特に良好である場合に限り行うものとし、昇給させる場合の昇給の号給数は、勤務成績に応じて委員会規則で定める基準に従い決定するものとする。
[bookmark: JUMP_KOU_9_0][bookmark: JUMP_SEQ_35][bookmark: MOKUJI_21]９　職員の昇給は、その属する職務の級における最高の号給を超えて行うことができない。
[bookmark: JUMP_KOU_10_0][bookmark: JUMP_SEQ_36][bookmark: MOKUJI_22]10　職員の昇給は、予算の範囲内で行わなければならない。
[bookmark: JUMP_KOU_11_0][bookmark: JUMP_SEQ_37][bookmark: MOKUJI_23]11　第六項から前項までに規定するもののほか、職員の昇給に関し必要な事項は、委員会規則で定める。
[bookmark: JUMP_KOU_12_0][bookmark: JUMP_SEQ_38][bookmark: MOKUJI_24]12　地方公務員法第二十八条の四第一項、第二十八条の五第一項又は第二十八条の六第一項若しくは第二項の規定により採用された職員（以下「再任用職員」という。）の給料月額は、その者に適用される給料表の再任用職員の欄に掲げる給料月額のうち、その者の属する職務の級に応じた額とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_39]全部改正〔昭和三二年条例三〇号〕、一部改正〔昭和三六年条例二号・五一年一号・六一年三五号・平成一〇年五七号・一三年六号・一五年六六号・一八年二号・二一年六四号・二八年一〇号・五七号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_40][bookmark: MOKUJI_25][bookmark: JUMP_JYO_4_2_0]第四条の二　再任用職員で地方公務員法第二十八条の五第一項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職員」という。）の給料月額は、前条第十二項の規定にかかわらず、同項の規定による給料月額に、勤務時間条例が適用される者にあつては勤務時間条例第二条第三項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第一項に規定する勤務時間で、学校職員勤務時間条例が適用される者にあつては学校職員勤務時間条例第三条第三項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第一項に規定する勤務時間でそれぞれ除して得た数を乗じて得た額とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_41]追加〔平成一三年条例六号〕、一部改正〔平成一九年条例六五号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_42][bookmark: MOKUJI_26][bookmark: JUMP_JYO_5_0_0]（給料の支給）
[bookmark: JUMP_SEQ_43]第五条　給料は、毎月一回、委員会規則で定める日に、その月に支給すべき額の全額を支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_44]全部改正〔昭和四〇年条例二号〕、一部改正〔昭和六一年条例三五号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_45][bookmark: MOKUJI_27][bookmark: JUMP_JYO_6_0_0]第六条　新たに職員となつた者には、その日から給料を支給し、昇給、降給等により給料額に異動を生じたものにはその日から新たに定められた給料を支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_46][bookmark: MOKUJI_28]２　職員が離職したときはその日の分まで、死亡したときはその日の属する月の分まで給料を支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_47][bookmark: MOKUJI_29]３　前二項の規定により給料を支給する場合であつて、月の初日から支給するとき以外のとき又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その給料額は、その月の現日数から勤務時間条例第三条第一項、第四条及び第五条又は学校職員勤務時間条例第四条第一項、第五条及び第六条の規定に基づく週休日（以下「週休日」という。）の日数を差し引いた日数を基礎として日割によつて計算する。
[bookmark: JUMP_SEQ_48]一部改正〔昭和四一年条例三号・四九年七四号・平成元年四号・三年五五号・六年二号・七年二号・二八号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_49][bookmark: MOKUJI_30][bookmark: JUMP_JYO_6_2_0]第六条の二　前二条に定めるもののほか、給料の支給に関し必要な事項は、委員会規則で定める。
[bookmark: JUMP_SEQ_50]追加〔昭和四〇年条例二号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_51][bookmark: MOKUJI_31][bookmark: JUMP_JYO_7_0_0]（給料の調整額）
[bookmark: JUMP_SEQ_52]第七条　人事委員会は、給料月額が、職務の複雑、困難若しくは責任の度又は勤労の強度、勤務時間、勤労環境その他の勤労条件が同じ職務の級に属する他の職に比して著しく特殊な職に対し適当でないと認めるときは、その特殊性に基づき、給料月額につき適正な調整額表を定めることができる。
[bookmark: JUMP_SEQ_53][bookmark: MOKUJI_32]２　前項の調整額表に定める給料月額の調整額（第九条の二第二項において「給料の調整額」という。）は、調整前における給料月額の百分の二十五を超えてはならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_54]全部改正〔昭和三二年条例三〇号〕、一部改正〔昭和六一年条例三五号・令和元年一九号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_55][bookmark: MOKUJI_33][bookmark: JUMP_JYO_7_2_0]（管理職手当）
[bookmark: JUMP_SEQ_56]第七条の二　管理職手当は、管理又は監督の地位にある職員の職のうち委員会規則で指定するものにある職員（以下「指定管理職員」という。）に、その職務の特殊性に基づき人事委員会が定める基準に従い支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_57][bookmark: MOKUJI_34]２　管理職手当の月額は、前項に規定する職を占める職員の属する職務の級における最高の号給の給料月額の百分の二十五を超えてはならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_58]全部改正〔昭和三六年条例二号〕、一部改正〔昭和四〇年条例二号・平成三年五五号・一九年三号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_59][bookmark: MOKUJI_35][bookmark: JUMP_JYO_7_3_0]（初任給調整手当）
[bookmark: JUMP_SEQ_60]第七条の三　次の各号に掲げる職に新たに採用された職員には、当該各号に掲げる額を超えない範囲内の額を、第一号及び第二号に掲げる職に係るものにあつては採用の日から三十五年以内、第三号に掲げる職に係るものにあつては採用の日から五年以内の期間、採用の日（第一号及び第二号に掲げる職に係るものにあつては、採用後委員会規則で定める期間を経過した日）から一年を経過するごとにその額を減じて、初任給調整手当として支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_61]一　医療職給料表(一)の適用を受ける職員の職のうち採用による欠員の補充が困難であると認められる職で委員会規則で定めるもの　月額三十万八千六百円
[bookmark: JUMP_SEQ_62]二　医学又は歯学に関する専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充が困難であると認められる職（前号に掲げる職を除く。）で委員会規則で定めるもの　月額五万八百円
[bookmark: JUMP_SEQ_63]三　前二号に掲げる職以外の職で特殊な専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充について特別の事情があると認められるもので委員会規則で定めるもの　月額二千五百円
[bookmark: JUMP_SEQ_64][bookmark: MOKUJI_36]２　前項の職に在職する職員のうち、同項の規定により初任給調整手当を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、同項の規定に準じて、初任給調整手当を支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_65][bookmark: MOKUJI_37]３　前二項の規定により初任給調整手当を支給される職員の範囲、初任給調整手当の支給期間及び支給額その他初任給調整手当の支給に関し必要な事項は、委員会規則で定める。
[bookmark: JUMP_SEQ_66]追加〔昭和三六年条例三二号〕、一部改正〔昭和三七年条例一九号・四〇年二号・四二年二号・四三年一号・四四年一号・四五年一号・四六年二号・七一号・四七年五四号・四八年六五号・四九年七四号・五一年一号・六五号・五二年五八号・五三年六二号・五四年五七号・五五年五九号・五六年五九号・五九年一号・四九号・六一年三五号・六六号・六二年五〇号・六三年五四号・平成元年七三号・二年五九号・三年五五号・四年六九号・五年五一号・六年五八号・七年六六号・八年四二号・九年七三号・一〇年五七号・一四年七〇号・一五年九二号・一七年一〇二号・二一年七号・二六年五八号・二八年一〇号・五七号・二九年三六号・三〇年四四号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_67][bookmark: MOKUJI_38][bookmark: JUMP_JYO_8_0_0]（扶養手当）
[bookmark: JUMP_SEQ_68]第八条　扶養手当は、扶養親族のある職員に対して支給する。ただし、次項第一号及び第三号から第六号までのいずれかに該当する扶養親族（以下「扶養親族としての配偶者、父母等」という。）に係る扶養手当は、行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が九級以上であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の級がこれに相当するものとして委員会規則で定める職員（以下「行九級以上職員等」という。）に対しては、支給しない。
[bookmark: JUMP_SEQ_69][bookmark: MOKUJI_39]２　前項の扶養親族とは、次に掲げるもので他に生計の途がなく主としてその職員の扶養を受けているものをいう。
[bookmark: JUMP_SEQ_70]一　配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあるものを含む。以下同じ。）
[bookmark: JUMP_SEQ_71]二　満二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある子
[bookmark: JUMP_SEQ_72]三　満二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある孫
[bookmark: JUMP_SEQ_73]四　満六十歳以上の父母及び祖父母
[bookmark: JUMP_SEQ_74][bookmark: JUMP_GOU_5_0_0]五　満二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある弟妹
[bookmark: JUMP_SEQ_75][bookmark: JUMP_GOU_6_0_0]六　心身に著しい障害がある者
[bookmark: JUMP_SEQ_76][bookmark: MOKUJI_40]３　扶養手当の月額は、扶養親族としての配偶者、父母等については一人につき六千五百円（行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が八級であるもの及び同表以外の各給料表の適用を受ける職員でその職務の級がこれに相当するものとして委員会規則で定める職員（以下「行八級職員等」という。）にあつては、三千五百円）、前項第二号に該当する扶養親族（以下「扶養親族としての子」という。）については一人につき一万円とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_77][bookmark: MOKUJI_41]４　扶養親族としての子のうちに満十五歳に達する日後の最初の四月一日から満二十二歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間（以下この項及び次条第三項において「特定期間」という。）にある子がいる場合における扶養手当の月額は、前項の規定にかかわらず、五千円に特定期間にある当該扶養親族としての子の数を乗じて得た額を同項の規定による額に加算した額とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_78]一部改正〔昭和四二年条例二号・四五年一号・四六年七一号・四七年五四号・四八年六五号・四九年七四号・五一年一号・六五号・五二年五八号・五三年六二号・五四年五七号・五五年五九号・五六年四一号・五九号・五九年一号・四九号・六一年三五号・六六号・六三年五四号・平成三年五五号・四年六九号・五年五一号・六年五八号・七年六六号・八年四二号・九年七三号・一〇年五七号・一二年七四号・一四年七〇号・一五年九二号・一七年一〇二号・一九年三号・六七号・二八年五七号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_79][bookmark: MOKUJI_42][bookmark: JUMP_JYO_9_0_0]第九条　新たに職員となつた者に扶養親族（行九級以上職員等にあつては、扶養親族としての子に限る。）がある場合、行九級以上職員等から行九級以上職員等以外の職員となつた職員に扶養親族としての配偶者、父母等がある場合又は職員に次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合には、その職員は、直ちに、その旨を任命権者に届け出なければならない。
[bookmark: JUMP_SEQ_80]一　新たに扶養親族としての要件を具備するに至つた者がある場合（行九級以上職員等に扶養親族としての配偶者、父母等としての要件を具備するに至つた者がある場合を除く。）
[bookmark: JUMP_SEQ_81]二　扶養親族としての要件を欠くに至つた者がある場合（扶養親族としての子又は前条第二項第三号若しくは第五号に該当する扶養親族が、満二十二歳に達した日以後の最初の三月三十一日の経過により、扶養親族としての要件を欠くに至つた場合及び行九級以上職員等に扶養親族としての配偶者、父母等としての要件を欠くに至つた者がある場合を除く。）
[bookmark: JUMP_SEQ_82][bookmark: MOKUJI_43]２　扶養手当の支給は、新たに職員となつた者に扶養親族（行九級以上職員等にあつては、扶養親族としての子に限る。）がある場合においてはその者が職員となつた日、行九級以上職員等から行九級以上職員等以外の職員となつた職員に扶養親族としての配偶者、父母等がある場合においてその職員に扶養親族としての子で前項の規定による届出に係るものがないときはその職員が行九級以上職員等以外の職員となつた日、職員に扶養親族（行九級以上職員等にあつては、扶養親族としての子に限る。）で同項の規定による届出に係るものがない場合においてその職員に同項第一号に掲げる事実が生じたときはその事実が生じた日の属する月の翌月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月）から開始し、扶養手当を受けている職員が離職し、又は死亡した場合においてはそれぞれその者が離職し、又は死亡した日、行九級以上職員等以外の職員から行九級以上職員等となつた職員に扶養親族としての配偶者、父母等で同項の規定による届出に係るものがある場合においてその職員に扶養親族としての子で同項の規定による届出に係るものがないときはその職員が行九級以上職員等となつた日、扶養手当を受けている職員の扶養親族（行九級以上職員等にあつては、扶養親族としての子に限る。）で同項の規定による届出に係るものの全てが扶養親族としての要件を欠くに至つた場合においてはその事実が生じた日の属する月（これらの日が月の初日であるときは、その日の属する月の前月）をもつて終わる。ただし、扶養手当の支給の開始については、同項の規定による届出が、これに係る事実の生じた日から十五日を経過した後にされたときは、その届出を受理した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から行うものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_83][bookmark: MOKUJI_44]３　扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、その事実が生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）からその支給額を改定する。前項ただし書の規定は、第一号又は第三号に掲げる事実が生じた場合における扶養手当の支給額の改定について準用する。
[bookmark: JUMP_SEQ_84]一　扶養手当を受けている職員に更に第一項第一号に掲げる事実が生じた場合
[bookmark: JUMP_SEQ_85]二　扶養手当を受けている職員の扶養親族（行九級以上職員等にあつては、扶養親族としての子に限る。）で第一項の規定による届出に係るものの一部が扶養親族としての要件を欠くに至つた場合
[bookmark: JUMP_SEQ_86]三　扶養親族としての配偶者、父母等及び扶養親族としての子で第一項の規定による届出に係るものがある行九級以上職員等が行九級以上職員等以外の職員となつた場合
[bookmark: JUMP_SEQ_87]四　扶養親族としての配偶者、父母等で第一項の規定による届出に係るものがある行八級職員等が行八級職員等及び行九級以上職員等以外の職員となつた場合
[bookmark: JUMP_SEQ_88]五　扶養親族としての配偶者、父母等で第一項の規定による届出に係るもの及び扶養親族としての子で同項の規定による届出に係るものがある職員で行九級以上職員等以外のものが行九級以上職員等となつた場合
[bookmark: JUMP_SEQ_89]六　扶養親族としての配偶者、父母等で第一項の規定による届出に係るものがある職員で行八級職員等及び行九級以上職員等以外のものが行八級職員等となつた場合
[bookmark: JUMP_GOU_7_0_0][bookmark: JUMP_SEQ_90]七　職員の扶養親族としての子で第一項の規定による届出に係るもののうち特定期間にある子でなかつた者が特定期間にある子となつた場合
[bookmark: JUMP_SEQ_91]一部改正〔昭和四一年条例三号・四五年一号・四九年七四号・平成五年五一号・九年七三号・一九年六七号・二八年五七号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_92][bookmark: MOKUJI_45][bookmark: JUMP_JYO_9_2_0]（地域手当）
[bookmark: JUMP_SEQ_93]第九条の二　地域手当は、当該地域における民間の賃金水準等を考慮して埼玉県の区域及び当該区域外で委員会規則で定める地域に在勤する職員に支給する。当該区域又は当該地域に近接する地域のうち民間の賃金水準等に関する事情が当該区域又は当該地域に準ずる地域に所在する公署で委員会規則で定めるものに在勤する職員についても同様とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_94][bookmark: MOKUJI_46]２　地域手当の月額は、給料月額と給料の調整額、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に八・三分の十（第二号に掲げる委員会規則で定める地域及び公署に在勤する職員にあつては、十一・三分の十三）を乗じて得た額との合計額に、次の各号に掲げる区分に応じて、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_95]一　埼玉県の区域並びに前項の委員会規則で定める地域及び公署（次号に掲げる地域及び公署を除く。）　百分の八・三
[bookmark: JUMP_SEQ_96]二　委員会規則で定める地域及び公署　百分の十一・三
[bookmark: JUMP_SEQ_97]追加〔昭和四三年条例一号〕、一部改正〔昭和四五年条例二号・五六年五九号・六一年三五号・平成一八年二号・一九年六七号・二六年五八号・令和元年一九号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_98][bookmark: MOKUJI_47][bookmark: JUMP_JYO_9_3_0]第九条の三　医療職給料表(一)の適用を受ける職員には、当分の間、前条の規定にかかわらず、給料、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に百分の十六を乗じて得た月額の地域手当を支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_99]全部改正〔昭和四六年条例二号〕、一部改正〔昭和四七年条例五四号・五六年五九号・六一年三五号・平成一〇年五七号・一八年二号・二六年五八号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_100][bookmark: MOKUJI_48][bookmark: JUMP_JYO_9_4_0]第九条の四　削除
[bookmark: JUMP_SEQ_101]〔平成一九年条例六七号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_102][bookmark: MOKUJI_49][bookmark: JUMP_JYO_9_5_0]（住居手当）
[bookmark: JUMP_SEQ_103]第九条の五　住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_104]一　自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号において同じ。）を借り受け、月額一万六千円を超える家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払つている職員（埼玉県公舎管理規則（昭和五十年埼玉県規則第八号）第二条第一号の規定による公舎を貸与され、使用料を支払つている職員その他委員会規則で定める職員を除く。）
[bookmark: JUMP_SEQ_105]二　第十一条第一項又は第三項の規定により単身赴任手当を支給される職員で、配偶者が居住するための住宅（埼玉県公舎管理規則第二条第一号の規定による公舎その他委員会規則で定める住宅を除く。）を借り受け、月額一万六千円を超える家賃を支払つているもの又はこれらのものとの権衡上必要があると認められるものとして委員会規則で定めるもの
[bookmark: JUMP_SEQ_106][bookmark: MOKUJI_50]２　住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当該各号に定める額（第一号に掲げる職員のうち第二号に掲げる職員でもあるものについては、第一号に定める額及び第二号に定める額の合計額）とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_107]一　前項第一号に掲げる職員　次のイ又はロに掲げる職員の区分に応じて、当該イ又はロに定める額（その額に百円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）
[bookmark: JUMP_SEQ_108]イ　月額二万七千円以下の家賃を支払つている職員　家賃の月額から一万六千円を控除した額
[bookmark: JUMP_SEQ_109]ロ　月額二万七千円を超える家賃を支払つている職員　家賃の月額から二万七千円を控除した額の二分の一（その控除した額の二分の一が一万七千円を超えるときは、一万七千円）を一万千円に加算した額
[bookmark: JUMP_SEQ_110]二　前項第二号に掲げる職員　前号の規定の例により算出した額の二分の一に相当する額（その額に百円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てた額）
[bookmark: JUMP_SEQ_111][bookmark: MOKUJI_51]３　前二項に規定するもののほか、住居手当の支給に関し必要な事項は、委員会規則で定める。
[bookmark: JUMP_SEQ_112]全部改正〔昭和四九年条例七四号〕、一部改正〔昭和五〇年条例二号・五一年一号・六五号・五二年五八号・五四年五七号・五六年五九号・五九年一号・四九号・六一年三五号・六二年五〇号・六三年五四号・平成元年七三号・二年五九号・四年六九号・五年五一号・七年六六号・八年四二号・九年七三号・一七年二号・一〇二号・二一年五四号・令和元年一九号〕
[bookmark: JUMP_SEQ_113][bookmark: MOKUJI_52][bookmark: JUMP_JYO_10_0_0]（通勤手当）
[bookmark: JUMP_SEQ_114]第十条　通勤手当は、次に掲げる職員に支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_115]一　通勤のため交通機関又は有料の道路（以下「交通機関等」という。）を利用してその運賃又は料金（以下「運賃等」という。）を負担することを常例とする職員（交通機関等を利用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であつて交通機関等を利用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道二キロメートル未満であるもの及び第三号に掲げる職員を除く。）
[bookmark: JUMP_SEQ_116]二　通勤のため自動車その他の交通の用具で委員会規則で定めるもの（以下「自動車等」という。）を使用することを常例とする職員（自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であつて自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道二キロメートル未満であるもの及び次号に掲げる職員を除く。）
[bookmark: JUMP_SEQ_117]三　通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自動車等を使用することを常例とする職員（交通機関等を利用し、又は自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であつて、交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道二キロメートル未満であるものを除く。）
[bookmark: JUMP_SEQ_118][bookmark: MOKUJI_53]２　通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_119]一　前項第一号に掲げる職員　支給単位期間につき、委員会規則で定めるところにより算出したその者の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額（以下「運賃等相当額」という。）。ただし、運賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額（以下「一箇月当たりの運賃等相当額」という。）が五万五千円を超えるときは、支給単位期間につき、一箇月当たりの運賃等相当額と五万五千円との差額の二分の一に相当する額（その額が二万円を超えるときは、二万円）を五万五千円に加算した額に支給単位期間の月数を乗じて得た額（その者が二以上の交通機関等を利用するものとして当該運賃等の額を算出する場合において、一箇月当たりの運賃等相当額の合計額が五万五千円を超えるときは、その者の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、一箇月当たりの運賃等相当額の合計額と五万五千円との差額の二分の一に相当する額（その額が二万円を超えるときは、二万円）を五万五千円に加算した額に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）
[bookmark: JUMP_SEQ_120]二　前項第二号に掲げる職員　次のイ又はロに掲げる職員の区分に応じ、支給単位期間につき、当該イ又はロに定める額（再任用短時間勤務職員のうち、支給単位期間当たりの通勤回数を考慮して委員会規則で定める職員にあつては、その額から、その額に委員会規則で定める割合を乗じて得た額を減じた額）
[bookmark: JUMP_SEQ_121]イ　自動車等の使用距離が片道三キロメートル未満である職員　二千円
[bookmark: JUMP_SEQ_122]ロ　その他の職員　二千円に自動車等の使用距離が片道二キロメートルを超える距離一キロメートルを加えるごとにガソリンの小売価格を基礎として委員会規則で定める額を加算した額（自動車等の使用距離が片道七十五キロメートルを超える場合は、当該自動車等の使用距離が片道七十五キロメートルであるものとして計算した額）
[bookmark: JUMP_SEQ_123]三　前項第三号に掲げる職員　交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自動車等の使用距離等の事情を考慮して委員会規則で定める区分に応じ、前二号に定める額（一箇月当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額が五万五千円を超えるときは、その者の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、一箇月当たりの運賃等相当額及び同号に定める額の合計額と五万五千円との差額の二分の一に相当する額（その額が二万円を超えるときは、二万円）を五万五千円に加算した額に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）、第一号に定める額又は前号に定める額
[bookmark: JUMP_SEQ_124][bookmark: MOKUJI_54]３　第一項第一号又は第三号に掲げる職員で、通勤のため新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国道その他の交通機関等（以下「新幹線鉄道等」という。）でその利用が委員会規則で定める基準に照らして通勤事情の改善に相当程度資するものであると認められるものを利用し、その利用に係る特別料金等（その利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出の基礎となる運賃等に相当する額を減じた額をいう。以下同じ。）を負担することを常例とするものの通勤手当の額は、前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
[bookmark: JUMP_SEQ_125]一　新幹線鉄道等に係る通勤手当　支給単位期間につき、委員会規則で定めるところにより算出したその者の支給単位期間の通勤に要する特別料金等の額の二分の一に相当する額。ただし、当該額を支給単位期間の月数で除して得た額（以下「一箇月当たりの特別料金等二分の一相当額」という。）が二万円を超えるときは、支給単位期間につき、二万円に支給単位期間の月数を乗じて得た額（その者が二以上の新幹線鉄道等を利用するものとして当該特別料金等の額を算出する場合において、一箇月当たりの特別料金等二分の一相当額の合計額が二万円を超えるときは、その者の新幹線鉄道等に係る通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、二万円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）
[bookmark: JUMP_SEQ_126]二　前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当　前項の規定による額
[bookmark: JUMP_SEQ_127][bookmark: MOKUJI_55]４　通勤手当は、支給単位期間（委員会規則で定める通勤手当にあつては、委員会規則で定める期間）に係る最初の月の委員会規則で定める日に支給する。
[bookmark: JUMP_SEQ_128][bookmark: MOKUJI_56]５　通勤手当を支給される職員につき、離職その他の委員会規則で定める事由が生じた場合には、当該職員に、支給単位期間のうちこれらの事由が生じた後の期間を考慮して委員会規則で定める額を返納させるものとする。
[bookmark: JUMP_SEQ_129][bookmark: MOKUJI_57]６　この条において「支給単位期間」とは、通勤手当の支給の単位となる期間として六箇月を超えない範囲内で一箇月を単位として委員会規則で定める期間（自動車等に係る通勤手当にあつては、一箇月）をいう。
[bookmark: JUMP_SEQ_130][bookmark: MOKUJI_58]７　前各項に規定するもののほか、通勤の実情の変更に伴う支給額の改定その他通勤手当の支給及び返納に関し必要な事項は、委員会規則で定める。
[bookmark: JUMP_SEQ_131]全部改正〔昭和三三年条例三六号〕、一部改正〔昭和三六年条例四七号・三九年三号・四〇年二号・四一年三号・四二年二号・四三年一五号・四四年一号・四一号・四五年一号・四六年二号・四七年五四号・四八年三号・六五号・四九年七四号・五一年一号・六五号・五二年五八号・五三年六二号・五五年五九号・五九年一号・四九号・六一年三五号・六二年五〇号・平成元年七三号・七年六六号・一三年六号・一五年九六号・一八年二号〕
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